
目　標

事業期間中の
成果目標

成果目標（指標）

進捗状況

Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ1年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

非常用電源設備の設置完了

実　績 設計完了 工事完了

目　標 設計完了 工事完了

実　績

実　績

目　標

工事の完了

本部町水道管理センターにおける非常用電
源設備の設置工事の実施

目　標 工事の実施

事業期間中の
活動目標

活動目標（指標）

達成状況

Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ1年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

実　績 設計の実施

本部町水道管理センターにおける非常用電
源設備の設計の実施

目　標 設計の実施

実　績

93.5%

うち
交付金充当額

7,517 99,408 106,925

執行状況の説明 ・最終的な執行率は、93.5％となっており、概ね計画的に執行できた。

事業期間中
の予算額
・執行額

【単位:千円】

Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 合計

Ｂ．執行済額 9,397 124,260 133,657

Ａ．予算現額 9,397 133,500 142,897

執行率（％）(B/A) 100.0% 93.1%

事業内容 水道管理センターの停電による断水をなくし安定的な水の供給を行うため、非常用電源設備を設置する。

実施方法 ■ 直接実施 ■ 委託 □ 補助 □ 負担 □ その他（　　）

市町村名 本部町

沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート　【後年度発現事業】

事業名 本部町配水安定化事業
沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

平成
年度

沖縄振興基本方針
Ⅲ-10

29 30 該当箇所
担当部課名 上下水道課

事業実施
年度

平成
～

第3章-2-(4)-イ

災害に強い県土づくりと防災体制の強化



今後の取り組み方針（関連・同種事業へのフィードバック等）

【Ｒ１年度】
・維持管理を強化することで、地震等の突発的な自然災害や事故による不測の停電にも対応できるよう努め、安定的な水の供給を行う。

【　年度】
・

【　年度】
・

【Ｒ１年度】
・停電が起きた際に、発電機が問題なく稼働し、水道施設が停止すること
がなかったため目標を達成した。

【Ｒ１年度】
・毎月点検及び年一回の負荷運転点検等の維持管理について、点検項
目や回数、実施時期等を再検討する。

【　年度】
・

【　年度】
・

【　年度】
・

【　年度】
・

状
況
説
明

【Ｒ１年度】
・年間を通して大きな台風等はなかったが、配電設備の樹木接触により水道管理センターが約10分程度停電した。
・停電による断水被害0件で、目標を達成している。

　

【　年度】
・

【　年度】
・

【完了後】事業効果等の確認
（施設利用状況、効果発現状況、外部環境の変化等）

【完了後】改善措置等の検討
（事業効果の更なる向上等）

実　績

目　標

事業完了後の取り組み

事
業
完
了
後
の
成
果
目
標

成果目標（指標） 達成／進捗状況

□ 中期にわたる事業効果
Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度

実　績 0件

Ｒ５年度
■ 後年度に発現する事業効果 目標/発現年度

停電による断水被害　0件

目　標 0件



進捗状況

実　績

目　標

第3章‐3‐(7)‐ア

おきなわブランドの確立と生産供給体
制の整備

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

強化型パイプハウス設置の完了

実　績 整備5件完了 整備3件完了 整備5件完了 整備4件完了 設置完了

目　標 （体制整備） （体制整備） （体制整備） （体制整備） （設置）

事業期間中の
成果目標

成果目標（指標）

実　績

目　標

3件

実　績 5件 3件 5件 4件 3件

【参考指標】
ビニールハウスの整備件数

目　標 5件 3件 5件 5件

執行状況の説明
・各年度の平均執行率88.8%は、主に事業実施主体の執行残によるものであり、事業は計画どおり執行でき
た。

事業期間中の
活動目標

活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

事業期間中
の予算額
・執行額

【単位:千円】

支援

実　績 支援完了 支援完了 支援完了 支援完了 支援完了

農業用施設整備の支援

目　標 支援 支援 支援 支援

執行率（％）(B/A) 87.6% 87.1% 94.7% 89.0% 88.8%

うち
交付金充当額

51,643 15,664 14,929 11,819 94,055

合計

Ｂ．執行済額 64,555 19,581 18,662 14,774 117,572

Ａ．予算現額 73,690 22,476 19,709 16,596 132,471

市町村名 本部町

事業内容
沖縄県では台風の襲来や病害虫の発生により農作物の被害が大きくでるため、農家経営に対する不安や生産意欲の減退などの課
題がある。そこで、農業者等で組織する団体へ補助金を交付し、台風対策用のハウス等の施設の導入を行い、農業生産物の出荷
量向上を図る。

実施方法 □ 直接実施 □ 委託 ■ 補助 □ 負担 □ その他（　　）

沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート　【後年度発現事業】

事業名 園芸農業防災施設整備事業
沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

令和
年度

沖縄振興基本方針
Ⅲ‐1‐（6）

24 3 該当箇所
担当部課名 農林水産課

事業実施
年度

平成
～

～H27年度 H28年度 H29年度 H30年度



市町村名 本部町

沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート　【後年度発現事業】

今後の取り組み方針（関連・同種事業へのフィードバック等）

【R1年度】
・実施主体による栽培講習会の開催や各栽培施設の定期的な見回りにより、農家の栽培技術の向上を図る。

実　績 441kg

事
業
完
了
後
の
成
果
目
標

成果目標（指標） 達成／進捗状況

□ 中期にわたる事業効果
R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

R5年度
後年度に発現する事業効果 目標/発現年度

目　標

にがうり出荷量1,800㎏以上(１棟あたり)

目　標 1,800kg

■

【　年度】
・

【R1年度】
・病変が生じた原因として、施設内環境（温度・湿度）の管理不足が考え
られる。病変等による損失が生じないよう、栽培技術の向上を図る必要
がある。

【　年度】
・

【　年度】
・

【　年度】
・

状
況
説
明

【R1年度】
・にがうり出荷量の達成率は24％となり目標を下回った。

【　年度】
・

【　年度】
・

【完了後】事業効果等の確認
（施設利用状況、効果発現状況、外部環境の変化等）

【完了後】改善措置等の検討
（事業効果の更なる向上等）

実　績

事業完了後の取り組み

【R1年度】
・H30年度に設置が完了した強化型パイプハウス3件のうち、2件に病変が
発生したため、H31年4月に定植した全苗を６月に撤去した。その後、輪作
のミニトマトに移行したため、当該ハウスのにがうりが計画どおり出荷でき
なかった。残るハウス1件では1,325kgの出荷があり、一棟あたりでみると目
標の73％の達成率となっている。


